
＜参考＞社会増対策及び自然増対策の主な事業（令和 4 年度） 

（１）社会増対策 

 主な施策 

移
住･

定
住 

情
報 

・カムバックひょうご促進事業の実施（27 百万円） 

（SNS 等を活用した情報発信、ｲﾍﾞﾝﾄ開催） 

・ひょうご e-県民登録制度の展開（68 百万円） 

・｢ひょうご五国の地域創生｣の首都圏でのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、ﾒﾃﾞｨｱの活用による広報等（29 百万円） 

・ひょうごで働こう！UJI ターン広報・就職促進事業の実施（53 百万円） 

（ﾏｯﾁﾝｸﾞｻｲﾄの運営、首都圏の女子学生等の県内就職促進、東京 23 区からの就業・移住等の促進）  

・ふるさと兵庫“すごいすと”の情報発信（13 百万円） 

相
談 

・カムバックひょうごセンターの運営（東京、大阪、神戸）（25 百万円） 

・起業プラザひょうごの運営（57 百万円） 

・ひょうご多文化共生総合相談センターの運営（42 百万円） 

・カムバックひょうごハローワークにおける就労相談の実施（10 百万円） 

・UJI 出会いサポート東京センター事業の推進（12 百万円） 

体
験 

・“ひょうごで暮らす！”体験キャンペーン事業の実施（5 百万円） 

・おためし企業体験事業の推進（29 百万円） 

住
ま
い 

・空き家活用支援事業の実施（106 百万円） 

・空家活用特区における空家活用への総合的な支援（35 百万円） 

・古民家再生の促進支援（37 百万円） 

し
ご
と 

・首都圏の女子学生等の県内就職促進（3 百万円） 

（県内企業の女性社員等ロールモデルとの交流会やワークショップの開催） 

・合同企業説明会等の実施（35 百万円） 

・理工系人材の獲得促進（8 百万円） 

・起業家への支援（242 百万円） 

・ポストコロナ・チャレンジ支援事業の実施（30 百万円） 

・新規産業立地促進補助・税軽減の実施（1,562 百万円） 

・コワーキングスペース開設支援事業の実施（26 百万円） 

・新規就農者の確保・育成加速化の推進（17 百万円） 

・農業人材の確保（572 百万円） 

（新規就農駅前講座、地域の担い手定着応援事業、新規就農者確保事業） 

働
き
方 

・ひょうごテレワークサポートセンターの設置・ワーケーションの推進（17 百万円） 

・多様な働き方推進事業の実施（4 百万円） 

・テレワーク導入支援助成事業（52 百万円） 

・女性の活躍推進（22 百万円） 

ま
ち
づ
く
り 

・まちづくりとの連携による商店街の活性化（121 百万円） 

・商店街若者・女性新規出店チャレンジ応援事業の実施（12 百万円） 

・まちの魅力向上や賑わいの創出による住宅用地等の分譲（1,530 百万円） 

・新たな産業団地の整備（301 百万円） 

・元町周辺再整備グランドデザイン等の検討（6 百万円） 

・芸術文化観光専門職大学の運営支援（916 百万円） 

外
国
人 

・外国人雇用 HYOGO サポートデスクの運営（12 百万円） 

・戦略的な立地促進活動の展開 （81 百万円） 

・ジェトロと連携した高度外国人材確保の支援（4 百万円） 

・外国青年の招致(JET プログラム)の実施（25 百万円） 

・県内企業海外事業展開に係る留学生活用事業（12 百万円） 

・外国人介護人材の受入環境の強化（10 百万円） 

 



 

 

（２）自然増対策 

 主な施策 

出
会
い 

・
結
婚 

・出会い・結婚支援事業の推進（106 百万円） 

（出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰによるお見合い等の個別ｻﾎﾟｰﾄ、民間事業者等と連携した出会いｲﾍﾞﾝﾄの 

実施（地域出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（県内 10 か所）及び東京ｾﾝﾀｰ)、SNS 等を活用した広報 PR） 

・UJI出会いサポート東京センターでの、県内と関東近郊在住の独身男女の結婚支援（ 1 2 百 万 円 ） 

・低所得層を対象とした結婚に伴う経済的負担（新居の住居費、引越費用等）の支援（ 104 百 万 円 ） 

・兵庫型奨学金返済支援制度（中小企業就業者確保支援事業）の実施（38 百万円） 

妊
娠 

・
出
産 

・院内助産、助産師外来設置促進への支援（7 百万円） 

・特定不妊治療費助成の実施（448 百万円） 

・不妊治療ペア検査助成事業の実施（5 百万円） 

・新型コロナウイルス感染症流行下における妊産婦総合支援事業の実施（18 百万円） 

・不妊治療促進企業への支援（2 百万円） 

・妊娠 SOS 相談事業の実施（13 百万円） 

・特定妊婦等支援事業の実施（35 百万円） 

子
育
て 

・幼児教育・保育の無償化（8,036 百万円） 

（全ての３～５歳児、住民税非課税対象の０～２歳児を対象に、幼稚園・保育所・認定こども

園・認可外保育施設等の費用を無償化） 

・ひょうご保育料軽減事業の実施（438 百万円） 

・保育所、認定こども園の整備に対する支援（1,193 百万円） 

・企業主導型保育事業の促進（13 百万円） 

・保育人材、保育の質の確保のための支援（197 百万円） 

 （新規資格取得支援、就業継続支援、離職者の再就職支援、保育士等の資質・専門性の向上、

保育に専念するための支援の実施、適切な指導監査の実施等） 

・乳幼児等医療費助成、こども医療費助成の実施（2,903 百万円） 

・乳幼児子育て応援事業の実施（628 百万円） 

・地域子ども・子育て支援事業などの実施（6,856 百万円） 

（地域子育て支援拠点事業、ファミリー･サポート･センター事業、ひょうご放課後プラン推進

事業（児童クラブ型）、病児・病後児保育推進事業等） 

・多胎育児家庭の外出に対する支援（5 百万円） 

・高校等における教育費の負担軽減（19,022 百万円） 

 （私立小中学校等の家計急変世帯への就学支援、私立高等学校等生徒授業料軽減補助、私立高

等学校等修学給付金、私立高等学校等入学資金貸付、特別支援学校修学奨励費等） 

・特別な支援が必要な子どもや家庭への支援（3,779 百万円） 

（児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭等の自立促進、子どもの貧困対策、障害児支援施策

の充実、外国人児童生徒への支援） 

・ヤングケアラー支援体制の構築（13 百万円） 

教
育
環
境 

・県立学校の学習環境の整備・充実の推進（1,270 百万円） 

（県立学校の特別教室への空調設備の設置、体育館等照明の LED 化、エレベータ設置等のバリ

アフリー対策など） 

・学校問題への総合的な支援（166 百万円） 

（学校問題サポートチームの設置（学校支援専門員、スクールカウンセラー等）、いじめ等教育

相談、SNS を活用した教育相談体制の整備） 

・県立学校業務支援員の配置（76 百万円） 

・スクール・サポート・スタッフの配置（39 百万円） 

・リカレント教育推進プロジェクトの実施（1 百万円） 

（大学、専門学校等で社会人の再教育促進のための情報発信） 

 

５ 


